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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

 ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第67期第２四半期連結累計期間及び第67期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、調整計算の結果、１株当たり四半期（当期）純利益金額が希薄化しないため記載しておりません。 

また、第68期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

４．第67期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益を算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第67期

第２四半期連結
累計期間 

第68期
第２四半期連結

累計期間 
第67期

会計期間 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成23年
４月１日 

至平成23年 
９月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成23年 
３月31日 

売上高（千円）  30,628,472  33,021,150  63,748,597

経常利益（千円）  211,646  195,151  398,511

四半期（当期）純利益（千円）  70,326  61,175  149,868

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 △88,642  △171,662  127,000

純資産額（千円）  15,794,787  15,720,735  15,952,937

総資産額（千円）  22,600,130  23,098,862  23,691,293

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 10.46  9.09  22.29

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  69.9  68.1  67.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △71,596  535,859  257,209

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △190,868  △145,039  △1,242,199

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △98,640  △517,539  191,805

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 1,877,822  1,316,408  1,442,916

回次 
第67期

第２四半期連結
会計期間 

第68期
第２四半期連結

会計期間 

会計期間 

自平成22年
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成23年
７月１日 

至平成23年 
９月30日 

１株当たり四半期純利益金額

（円） 
 6.42  3.91
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当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

２【事業の内容】

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】
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(1) 業績の概況 

 当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、平成23年３月に発生した東日本大震災からの復興需要による景気改

善を予想したものの、空前の円高が続いたことなどにより、輸出産業を中心にその足取りは重く、非常に厳しい経

済環境になりました。海外においては、米国景気の減速、欧州の債務問題深刻化の懸念もあり、景気の先行きはま

すます不透明感が増してまいりました。 

 石油販売業界においては、前年からの円高傾向は継続しているものの、それ以上に原油価格が高騰したため、石

油製品価格が大幅に上昇いたしました。また消費者の節約志向が進んだことなどにより、ガソリンなどの石油製品

需要は低下いたしました。一方、原子力発電所被災などによる電力供給不安に対応したため、火力発電所向けＣ重

油などの石油製品需要につきましては、前年と比較し需要が増加いたしました。 

 このような状況下、当第２四半期連結累計期間の当社グループ連結業績は、石油製品価格が前年同期と比較して

大幅に上昇したことなどにより、売上高は33,021,150千円、前年同期比7.8％の増収となったものの、ガソリン販売

数量が減少したため、営業利益は81,014千円、前年同期比36.7％の減益、経常利益は195,151千円、前年同期比

7.8％の減益となりました。また減損損失を15,669千円、投資有価評価損を16,039千円計上したことなどにより、四

半期純利益は、61,175千円、前年同期比13.0％の減益となりました。 

各セグメント別の売上高の状況は、次のとおりです。 

＜石油関連事業＞ 

（直営部門） 

 直営部門につきましては、車検などのカーケア商品拡販に注力いたしました。特にタイヤ販売につきましては、

お客様に安全走行を訴求するなど注力した結果、前年の販売数量を大幅に上回る結果となりました。また選ばれる

SS作りのため、老朽化した設備を改良し、顧客満足度を高めるために研修会を実施するなど、さまざまな施策を打

ちましたが、石油製品価格の高騰と消費者の買い控えの影響などにより、販売数量が減少いたしました。しかしな

がら、石油製品価格が前年同期と比較して上昇したことなどもあり、売上高は11,217,259千円、前年同期比2.4％の

増収となりました。 

 (卸部門) 

 卸部門につきましては、新規販売店獲得や販売店ニーズに応えるような提案営業を強化いたしました。新規販売

店を１SS起用いたしましたが、直営部門と同様、消費者の買い控えなどの影響や販売店が４SS閉鎖したことなどに

より販売数量が減少いたしました。しかしながら、石油製品価格は前年同期と比較して上昇したことなどにより、

売上高は6,917,716千円、前年同期比1.0％の増収となりました。 

（直需部門） 

 直需部門につきましては、新規顧客獲得のための研修会を実施するなど営業活動の強化を図りました。これらに

より軽油、潤滑油の販売数量が増加いたしました。また、電力会社向けＣ重油販売数量が増加したこと、石油製品

価格が前年同期と比較し上昇したこともあり、売上高は11,228,588千円、前年同期比24.5％の増収となりました。 

（産業資材部門） 

 産業資材部門につきましては、主力の石油化学製品仕入先が震災の影響を受けたことで販売数量が大幅に減少し

たことや、ペットボトル飲料の商流が変更になるなど、厳しい状況となりました。その結果、売上高は2,083,478千

円、前年同期比9.9％の減収となりました。 

（その他部門） 

 その他部門につきましては、液化石油ガスについては、仕入価格上昇に即応した販売活動を展開いたしました。

また充填所を改修し供給力を増加させるなど設備投資をいたしました。その結果、液化石油ガス製品価格が前年同

期と比較して上昇したことなどもあり、売上高は950,354千円、前年同期比10.7％の増収となりました。 

＜外食事業＞ 

 外食事業につきましては、ケンタッキーフライドチキン店、タリーズコーヒー店ともに、震災による消費者マイ

ンドの低迷などにより、非常に厳しい収益状況となりました。また、４月にタリーズコーヒー店を１店舗閉鎖して

おります。その結果、売上高は354,756千円、前年同期比7.4％の減収となりました。 

＜不動産事業＞ 

 不動産事業につきましては、既存物件の稼働率は堅調に推移いたしました。前年度に購入した物件の賃貸料が寄

与したことや、建て替え中であった物件が本格稼働したことなどもあり、売上高は268,996千円、前年同期比7.4％

の増収となりました。 

  

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動に

よるキャッシュ・フローにおいて資金が増加したものの、投資活動によるキャッシュ・フロー及び財務活動による

キャッシュ・フローにおいて資金が減少したために、1,316,408千円（前年同期比561,414千円の減少、前連結会計

年度末126,508千円の減少）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローでは、税金等調整前四半期純利益155,643千円、減価償却費の計上155,170千

円、売上債権の減少額138,556千円、預り保証金の増加60,883千円などにより資金が増加し、法人税等の支払額

79,961千円などにより資金が減少したことにより、535,859千円（前年同期比607,455千円の増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローでは、有形固定資産の取得による支出108,610千円などにより資金が減少した

ことにより、145,039千円の資金の減少（前年同期比45,828千円の増加）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローでは、社債の償還による支出397,000千円、借入金の返済による支出60,000千

円、配当金の支払額60,539千円により資金が減少したことにより、517,539千円の資金の減少（前年同期比418,899

千円の減少）となりました。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  30,400,000

計  30,400,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年９月30日） 

提出日現在発行数

（株） 

（平成23年11月９日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  7,600,000  7,600,000
東京証券取引所 

（市場第二部） 

単元株式数 

100株 

計  7,600,000  7,600,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】
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（注）日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数3,490百株は特定金銭信託分であります。 

  

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額 

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金残高 

（千円） 

平成23年７月１日～ 

平成23年９月30日 
 ―  7,600,000  ―  3,624,000  ―  3,277,952

（６）【大株主の状況】

  平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＪＸホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番３号  11,400  15.0

日新商事株式会社 東京都港区芝浦一丁目14番５号  8,733  11.5

株式会社日新 神奈川県横浜市中区尾上町六丁目84番地  8,200  10.8

東電不動産株式会社 東京都中央区京橋一丁目６番１号  4,000  5.3

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社 
東京都港区浜松町二丁目11番３号  3,490  4.6

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号  2,500  3.3

筒井 博昭 神奈川県横浜市青葉区  2,078  2.7

筒井 健司 東京都新宿区  1,643  2.2

筒井 敦子 神奈川県横浜市港北区  1,561  2.1

日新商事従業員持株会 東京都港区芝浦一丁目14番５号  1,073  1.4

計 －  44,678  58.8
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ － 
普通株式  873,300

完全議決権株式（その他） 普通株式  6,726,000  67,260 － 

単元未満株式 普通株式  700 － － 

発行済株式総数  7,600,000 － － 

総株主の議決権 －  67,260 － 

  平成23年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

日新商事株式会社 

東京都港区芝浦一

丁目14番５号 
 873,300 －  873,300  11.5

計 －  873,300 －  873,300  11.5

２【役員の状況】

2011/11/10 15:17:4811777548_第２四半期報告書_20111110151745

- 7 -



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平

成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

   

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,456,845 1,330,399

受取手形及び売掛金 8,411,013 8,276,240

商品及び製品 573,269 561,999

その他 259,019 249,250

貸倒引当金 △30,778 △24,534

流動資産合計 10,669,369 10,393,356

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,973,072 2,884,017

土地 5,428,870 5,428,870

その他（純額） 281,803 313,062

有形固定資産合計 8,683,746 8,625,950

無形固定資産 162,923 169,890

投資その他の資産   

投資有価証券 2,369,982 2,183,581

関係会社株式 997,141 807,930

その他 875,628 981,782

貸倒引当金 △67,499 △63,629

投資その他の資産合計 4,175,253 3,909,664

固定資産合計 13,021,924 12,705,505

資産合計 23,691,293 23,098,862

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,340,241 2,372,092

短期借入金 665,000 655,000

未払金 548,372 493,214

未払法人税等 84,353 122,993

賞与引当金 206,510 227,121

役員賞与引当金 14,948 8,367

その他 606,869 628,088

流動負債合計 4,466,293 4,506,877

固定負債   

社債 1,206,000 809,000

長期借入金 120,000 70,000

退職給付引当金 986,756 984,078

役員退職慰労引当金 61,534 49,226

資産除去債務 66,449 67,069

その他 831,321 891,875

固定負債合計 3,272,061 2,871,249

負債合計 7,738,355 7,378,126

2011/11/10 15:17:4811777548_第２四半期報告書_20111110151745

- 9 -



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,624,000 3,624,000

資本剰余金 3,281,625 3,281,625

利益剰余金 9,332,354 9,332,990

自己株式 △643,318 △643,318

株主資本合計 15,594,661 15,595,296

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 367,817 134,767

為替換算調整勘定 △9,540 △9,329

その他の包括利益累計額合計 358,276 125,438

純資産合計 15,952,937 15,720,735

負債純資産合計 23,691,293 23,098,862
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 30,628,472 33,021,150

売上原価 27,495,976 29,963,303

売上総利益 3,132,496 3,057,846

販売費及び一般管理費 ※1  3,004,545 ※1  2,976,832

営業利益 127,950 81,014

営業外収益   

受取利息 1,613 1,474

受取配当金 47,293 47,348

持分法による投資利益 4,459 4,674

受取保険金 － 31,414

その他 63,906 62,935

営業外収益合計 117,273 147,847

営業外費用   

支払利息 19,239 17,653

社債発行費 4,517 －

社葬費用 － 9,850

その他 9,820 6,206

営業外費用合計 33,577 33,710

経常利益 211,646 195,151

特別損失   

固定資産売却損 58 －

減損損失 ※2  21,433 ※2  15,669

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 39,283 －

投資有価証券評価損 － 16,039

その他 3,116 7,798

特別損失合計 63,891 39,507

税金等調整前四半期純利益 147,755 155,643

法人税、住民税及び事業税 103,845 118,007

法人税等調整額 △26,416 △23,539

法人税等合計 77,428 94,467

少数株主損益調整前四半期純利益 70,326 61,175

四半期純利益 70,326 61,175
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 70,326 61,175

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △162,559 △232,196

為替換算調整勘定 2,624 211

持分法適用会社に対する持分相当額 965 △853

その他の包括利益合計 △158,969 △232,838

四半期包括利益 △88,642 △171,662

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △88,642 △171,662

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 147,755 155,643

減価償却費 132,534 155,170

減損損失 21,433 15,669

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,584 20,611

退職給付引当金の増減額（△は減少） 18,926 △2,677

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,259 △10,114

受取利息及び受取配当金 △48,906 △48,822

支払利息 19,239 17,653

持分法による投資損益（△は益） △4,459 △4,674

投資有価証券評価損益（△は益） － 16,039

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 39,283 －

前払年金費用の増減額（△は増加） 6,920 54,388

預り保証金の増減額（△は減少） △13,136 60,883

売上債権の増減額（△は増加） △169,614 138,556

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,416 11,270

仕入債務の増減額（△は減少） △132,364 31,851

未払軽油引取税の増減額（△は減少） 38,297 42,454

その他 △58,982 △71,135

小計 7,351 582,767

利息及び配当金の受取額 52,192 50,611

利息の支払額 △16,905 △17,557

法人税等の支払額 △114,234 △79,961

営業活動によるキャッシュ・フロー △71,596 535,859

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △179,662 △108,610

無形固定資産の取得による支出 △2,250 △13,742

投資有価証券の取得による支出 △1,167 △29,605

貸付けによる支出 △2,480 △500

貸付金の回収による収入 9,301 8,608

その他 △14,608 △1,189

投資活動によるキャッシュ・フロー △190,868 △145,039

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △100,000 －

長期借入金の返済による支出 △60,000 △60,000

社債の発行による収入 200,000 －

社債の償還による支出 △60,000 △397,000

配当金の支払額 △73,993 △60,539

その他 △4,647 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △98,640 △517,539

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,624 211

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △358,479 △126,508

現金及び現金同等物の期首残高 2,236,302 1,442,916

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,877,822 ※  1,316,408
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【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

（退職給付制度の変更） 

  当社は、第１四半期連結会計期間より適格退職年金制度を廃止し、確定給付企業年金制度によるポイント制の退職金

制度へ移行いたしました。この制度変更により退職給付債務が162,319千円減少し、同額の過去勤務債務が発生してお

ります。なお、過去勤務債務の額は、従業員の平均残存勤務年数以内の一定の年数（５年）による定額法にて償却して

おります。  

 これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ16,231千円増加しております。  
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

支払手数料  315,015千円 

広告宣伝費 47,133千円 

貸倒引当金繰入額 3,973千円 

給料手当 851,565千円 

臨時雇用給 226,015千円 

賞与引当金繰入額 231,054千円 

役員賞与引当金繰入額 8,368千円 

退職給付引当金繰入額 77,979千円 

賃借料 347,747千円 

減価償却費 82,862千円 

支払手数料  331,490千円 

広告宣伝費 53,822千円 

貸倒引当金繰入額 1,900千円 

給料手当 838,559千円 

臨時雇用給 227,456千円 

賞与引当金繰入額 219,447千円 

役員賞与引当金繰入額 6,867千円 

退職給付引当金繰入額 79,667千円 

賃借料 313,601千円 

減価償却費 98,860千円 

※２ 減損損失 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ

は以下の資産グループについて減損損失を計上いたし

ました。 

※２ 減損損失 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ

は以下の資産グループについて減損損失を計上いたし

ました。 

 

用途 場所 種類 
減損損失
(千円) 

石油関連

事業 

SS 

（東京都武蔵

村山市他４

ヶ所） 

建物及び構築

物 
2,213

機械装置及び

運搬具  
8,868

有形固定資産

のその他 
2,481

無形固定資産 768

  
    

計 14,332

外食事業 タリーズコー

ヒー店（東京

都千代田区他

１ヶ所） 

建物及び構築

物 
6,136

有形固定資産

のその他 
597

無形固定資産 48

投資その他の

資産のその他 
318

計 7,101

合計           21,433
 

用途 場所 種類 
減損損失
(千円) 

石油関連

事業 

SS 

（神戸市垂水

区他７ヶ

所） 

建物及び構築

物 
2,134

機械装置及び

運搬具  
4,047

有形固定資産

のその他 
2,556

無形固定資産 900

ファイナンス

リース 
1,191

計 10,829

外食事業 タリーズコー

ヒー店（東京

都港区他１ヶ

所） 

建物及び構築

物 
4,238

有形固定資産

のその他 
493

無形固定資産 32

投資その他の

資産のその他 
74

計 4,840

合計           15,669
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前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

 当社グループは、事業区分を基にキャッシュフローを

生み出す最小単位として１店舗毎・１物件毎を基本単位

としてグルーピングしております。 

 上記の事業について、販売マージンの悪化等による事

業環境の激変により、継続して損益がマイナスであるこ

とから帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（ 千円）として特別損失に計上してお

ります。 

 石油関連事業及び外食事業の資産グループの回収可能

価額については、主として使用価値により測定してお

り、将来キャッシュフローを ％で割り引いて算出し

ております。 

 遊休資産の資産グループの回収可能価額については、

主として正味売却価額により測定しており、重要性の高

い資産の測定については、不動産鑑定評価基準に基づく

評価額によっております。 

21,433

5.0

 当社グループは、事業区分を基にキャッシュフローを

生み出す最小単位として１店舗毎・１物件毎を基本単位

としてグルーピングしております。 

 上記の事業について、販売マージンの悪化等による事

業環境の激変により、継続して損益がマイナスであるこ

とから帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（ 千円）として特別損失に計上してお

ります。 

 石油関連事業及び外食事業の資産グループの回収可能

価額については、主として使用価値により測定してお

り、将来キャッシュフローを ％で割り引いて算出し

ております。 

 遊休資産の資産グループの回収可能価額については、

主として正味売却価額により測定しており、重要性の高

い資産の測定については、不動産鑑定評価基準に基づく

評価額によっております。 

15,669

5.0

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日現在） （平成23年９月30日現在）

現金及び預金 千円 1,891,920

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
千円 △14,097

現金及び現金同等物 千円 1,877,822

現金及び預金 千円 1,330,399

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
千円 △13,991

現金及び現金同等物 千円 1,316,408
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

  

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月14日 

取締役会 
普通株式  73,993  11.00 平成22年３月31日 平成22年６月10日 利益剰余金

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月５日 

取締役会 
普通株式  60,539  9.00 平成22年９月30日 平成22年12月３日 利益剰余金

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月13日 

取締役会 
普通株式  60,539  9.00 平成23年３月31日 平成23年６月10日 利益剰余金

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月７日 

取締役会 
普通株式  60,539  9.00 平成23年９月30日 平成23年12月２日 利益剰余金
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円）

(注)１．セグメント利益の調整額 千円には、セグメント間取引消去 千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用 千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない総

務、経理等管理部門に係る費用であります。 

  ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 「石油関連事業」セグメント及び「外食事業」セグメントにおいて、販売マージンの悪化等による事業環境の激

変により、継続して損益がマイナスであることから帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上いたしました。  

 なお、当第２四半期連結累計期間において「石油関連事業」セグメントで 千円、「外食事業」セグメント

で 千円を当該減損損失にそれぞれ計上しております。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円）

(注)１．セグメント利益の調整額 千円には、セグメント間取引消去 千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用 千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない総

務、経理等管理部門に係る費用であります。 

  ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 「石油関連事業」セグメント及び「外食事業」セグメントにおいて、販売マージンの悪化等による事業環境の激

変により、継続して損益がマイナスであることから帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上いたしました。 

 なお、当第２四半期連結累計期間において「石油関連事業」セグメントで 千円、「外食事業」セグメント

で 千円を当該減損損失にそれぞれ計上しております。 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント
調整額 

（注１） 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注２） 
石油関連  
事  業 

外食事業 不動産事業 計

売上高             

外部顧客への売上高  29,994,819  383,249  250,404  30,628,472  －  30,628,472

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  31,277  31,277  △31,277  －

計  29,994,819  383,249  281,681  30,659,750  △31,277  30,628,472

セグメント利益又は損失(△)  169,186  △16,571  164,470  317,085  △189,135  127,950

△189,135 △31,277

△157,857

14,332

7,101

  

報告セグメント
調整額 

（注１） 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注２） 
石油関連  
事  業 

外食事業 不動産事業 計

売上高             

外部顧客への売上高  32,397,396  354,756  268,996  33,021,150  －  33,021,150

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  31,894  31,894  △31,894  －

計  32,397,396  354,756  300,890  33,053,044  △31,894  33,021,150

セグメント利益又は損失(△)  142,039  △20,089  148,540  270,490  △189,476  81,014

△189,476 △31,894

△157,582

10,829

4,840
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注） 前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、調整計算の結果、１株当

たり四半期純利益金額が希薄化しないため記載しておりません。 

    当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。   

  

 該当事項はありません。  

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 10 46 円 銭 9 9

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  70,326  61,175

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  70,326  61,175

普通株式の期中平均株式数（株）  6,721,838  6,726,662

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

―――――  ―――――  

（重要な後発事象）
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平成23年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(注) 平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。 

  

２【その他】

(イ) 中間配当による配当金の総額 60,539千円

(ロ) １株当たりの金額 9.00円

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成23年12月２日
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年11月７日

日新商事株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 松野 雄一郎  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 佐々田 博信  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日新商事株式

会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２３年７月１

日から平成２３年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２３年４月１日から平成２３年９月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四

半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続きが実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日新商事株式会社及び連結子会社の平成２３年９月３０日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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